販売委託契約書

＊＊＊＊＊（以下、「甲」という。）と、＊＊＊＊＊（以下、「乙」という。）は、次のとおり合意する。

　（販売委託先の指名）
第１条　甲は乙を別表１「委託商品の販売価格・手数料率一覧」に記載する商品（以下、「本件商品」という。）の販売委託先（以下、「販売代理店」という。）に指名し、乙はこれを承諾する。
２　乙は甲の販売代理店として本件商品の内容を熟知した上で積極的に販売業務にあたるものとする。
３　乙は、自らの事業規模、拠点の位置、人員の配置その他の理由により販売が不可能と見込まれた時点で速やかに甲に報告しなければならない。

　（個別契約）
第２条　本契約は本件商品についてのすべての個別契約に適用される。個別契約と本契約の条件が異なる場合は本契約が優先する。

　（業務の分担）
第３条　甲は、本件商品の普及に関して次の業務を負担する。
一　乙に対する本件商品の提供
二　乙に対する本件商品の説明
三　本件商品の内容等を変更・追加した場合の乙に対する通知
四　顧客に対する本件商品・請求書の発送及びその代金の受領
五　乙による本件商品の販売・契約実績に関する月次報告
六　甲が既に保有する顧客情報の開示（個人情報を除く）
七　その他本件商品を販売する上で必要と思われる情報の乙への開示
２　乙は、本件商品の普及に関して次の業務を負担する。
一　本件商品の拡販
二　甲と顧客との間の販売契約締結に関する事務
三　顧客の未納代金の督促
四　クレーム等のトラブルが発生した場合の対応
五　前四号の業務内容に関する速やかかつ正確な報告
３　甲及び乙は、本条に規定する業務のほか合意によりその他の行為をそれぞれの担当業務に追加することができるものとする。この場合、本契約と一体となる合意書その他の書面を作成しなければならない。

　（販売価格）
第４条　本件商品の販売価格は別表１に記載の販売価格のとおりとする。
２　乙は実際の販売状況に応じて、値引価格による販売が行えるものとする。（ただし、甲の事前承認が必要）
　（販売手数料）
第７条　甲は、乙が本件商品を販売したときは、別表１に定める手数料率に応じた販売手数料を支払う（顧客からの所定の販売代金の入金を甲が確認できたものに限る）。
２　前項に規定する販売手数料の支払いのため、甲は乙の販売実績を毎月末日（以下、「締め日」という。）で締め切り、集計・計算の後、締め日の翌月１０日までに支払明細を乙に通知する。乙は支払明細を元に翌月末日までを支払期限とした請求書を翌月２０日までに甲に対して送付するものとする。
３　甲は、締め日の翌月末日限り、乙の指定する口座に振り込むことにより販売手数料を支払う。当該支払日が金融機関の休業日に当たる場合には、前金融機関営業日に支払う。振込手数料は甲の負担とする。
４　締め日後に販売商品の取消し・キャンセル（以下、「取消し等」という。）が発生した場合、当該部分に関する販売手数料は当該取消し等が発生した月の請求分に掛かる販売手数料との相殺処理をもって乙は甲に返金しなければならない。

　（広告の規制）
第５条　乙は、本件商品の販売活動を行う上で、雑誌・新聞・業界紙インターネットその他のマスメディアを活用した広告を原則行ってはならない。
２　乙がマスメディアを活用した広告を行うことを希望する場合は、事前に書面による甲の承諾を得なければならない。

　（乙の禁止行為）
第６条　乙は次の禁止行為を行ってはならない。
一　本件商品と同一、同種又は類似商品を、甲に無断で独自に販売すること。
二　本件商品を販売エリア外で販売すること。
三　甲の競合他社及び競合他社商品に対し誹謗中傷すること。
四　前ニ号のほか甲及び本件商品の信用を著しく失墜するような行為をすること。
五　乙の代表者、役員及び従業員が、本契約の有効期間中、甲と類似又は競合する事業を営む企業、団体の役員、主要株主又は従業員となること、若しくは自ら事業を興すこと。

　（個人情報の保護）
第７条　甲及び乙は、個人情報に関し、厳格な守秘義務を負っていることを認識し、本契約の遂行に伴い、個人情報を知り得た場合には、法令に基づく場合及び自己又は第三者の権利保護のために必要がある場合を除いて第三者に開示又は漏洩しないとともに、これを如何なる目的のためにも利用してはならない。

　（秘密保持）
第８条　甲及び乙は、互いに、相手方の書面による承諾なくして、本契約に関連して相手方から開示された固有の技術上、販売上、その他業務上の秘密情報（本契約の内容を含む）を本契約の有効期間中はもとより、本契約終了後においても、第三者に漏洩してはならない。

　（事故処理）
第９条　本契約に基づく業務の遂行に支障をきたす恐れのある事態が生じた場合は、速やかに相手方に連絡するとともに、甲乙協力してその解決処理にあたるものとする。

　（損害賠償）
第１０条　本契約の履行に関し、相手方の故意又は過失により、甲又は乙が重大な被害を被った場合には、直接かつ現実に被った通常損害の範囲内（合理的範囲内における弁護士費用を含む）における損害賠償額を相手方に請求できるものとする。

　（不可抗力免責）
第１１条　天変地異、輸送機関の事故、データセンターのトラブルその他の不可抗力による業務の停止に関して生じた損害について、甲は一切の責任を負わないものとする。

　（契約の解除）
第１２条　甲は、乙が次の各号の一に該当したときは、なんらの催告なく本契約上の乙の債務は期限の利益を失い、甲は催告なくして本契約あるいは個別契約の全部又は一部を解除することができる。第１０条規定による甲の損害賠償請求権は、当該解除権の行使によっても妨げられない。
一　本契約に違反し、書面による履行の催告の日から７日間を経過してもなお履行しないとき。
二　手形・小切手の不渡り又は金融機関から取引停止の処分を受けたとき。
三　監督官庁から事業停止命令を受け、又は事業に必要な許認可の取消処分を受けたとき。
四　第三者により差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て、公租公課の滞納処分その他公権力の処分を受けたとき。
五　破産の申立て、会社整理開始の申立て、特別清算開始の申立て、民事再生手続開始の申立て、又は会社更生手続開始の申立てを受け、又は自らなしたとき。
六　事業を廃止したとき。
七　第６条に抵触したとき。
八　株主構成、役員の変動等により会社の実質的支配関係が変化し従前の会社との同一性が失われたとき。
九　その他前各号に準じる事由が生じ、乙の信用状態が悪化したと甲が認めたとき。

　（業務停止及び合意解除）
第１２条　甲及び乙は、次の各号に定める場合には、あらかじめ当該事由を記した書面を相手方に通知することにより、第３条に規定する業務を停止することができる。
一　甲の事情により、本件商品・サービスの継続的提供が困難になったとき。
二　乙に取引先の事故又は破産その他の本契約を継続しがたいやむを得ない事由が発生したとき。
２　甲乙協議によっても当該事由が解消しない場合には、本契約を合意解除することができる。

　（通知義務）
第１３条　甲及び乙は、次の各号の一に該当する事項が生じたときは、速やかに相手方に通知しなければならない。
一　合併又は本契約に関連のある事業の譲渡又は譲受の決定をしたとき
二　住所又は商号を変更したとき
三　代表者を変更したとき

　（契約期間）
第１４条　本契約の有効期間は　　　年　　月　　日から１年間とする。期間満了の１か月前までに甲より本契約を更新する旨の書面による通知がなされた場合、本契約は１年間更新され、以後も同様とする。契約終了時において未履行の個別契約が存在する場合は、当該個別契約については本契約が適用されるものとする。

　（契約終了時における処理）
第１５条　本契約が終了した場合には、乙は終了日の翌日までに次の各号に定める物品の提出、返還又は訂正を行わなければならない。
一　顧客データ（顧客リスト及び販売状況の過程のわかるものでなければならない）の提出
二　甲より貸与された物及び甲の社名の記載された物の返還
三　顧客から本件商品の取扱いが継続しているように見えるもの（広告物等）の訂正
２　本契約の終了後においては、甲は乙へ支払うべき販売手数料を除き、なんらの債務も存在しないことを確認する。

　（譲渡禁止）
第１６条　乙は、本契約上の地位若しくは本契約から生じる権利義務の全部又は一部を事前の甲の書面による承諾なくして第三者に譲渡してはならない。

　（合意管轄裁判所）
第１７条　本契約に関し疑義が生じ、協議によっても解決されなかった場合は、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

　上記を証するため本契約正本１通を作成し、甲・乙各記名押印の上、甲が原本を保有し、乙はその写しを保有するものとする。

年　　月　　日
甲：



乙：


（別表１）


委託商品の販売価格・手数料率一覧

（金額は全て税別）
	商品名
	販売価格
	手数料率

	商品Ａ
	＊＊＊＊＊円
	＊＊％

	商品Ｂ
	＊＊＊＊＊円
	＊＊％

	商品Ｃ
	＊＊＊＊＊円
	＊＊％



手数料率は、10円単位で四捨五入し、100件単位で手数料を算出するものとします。

以　上



年　　月　　日　改定
